
様式３

社会経済情勢の影響を受け，障がい者の一般就労への移行を取
り巻く環境は厳しい状況である。
障がい者の地域移行の促進を図る観点から，グループホームの
整備促進や障がい児一人ひとりの特性とライフステージに応じ
た途切れのないきめ細かな療育支援が求められている。
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政策指標が前年度から３.４ポイント上昇していることから，政策全体としては着実に成果
を上げている。
「障がい者の社会的自立の促進」では，授産活動を支援する数々の取組が効果的に機能
し，障がい者の工賃向上を実現している。
「障がい者の生活支援の充実」では，グループホーム・ケアホームの利用者が増えてい
る。

市議会一般質問において，日中一時支援事業や日常生活用具給
付の充実，就労支援策や相談支援体制の充実などの質問がなさ
れている。また，障がい者自立支援協議会においても，日中活
動の場の確保や就労支援・相談支援の充実が求められている。
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2．政策を取り巻く環境と進捗状況

 政策の柱

１．政策の位置づけと目標

取組の
基本方向

政策目標3

Ⅰ

10,461

見直し事業

重点事業

重要度

12.7% 65.1%

市単独扶助事業については，国や県の制度改正等の内容を踏まえ，必要な見直しを検討する。

満足度

障がい者の社会的自立の促進には，障がいの特性に応じて，就労支援，相談支援，社会参加手段
の確保支援，健常者への啓発など，多面的な施策・事業を推進することが必要であることから，
今後は，国等における制度改正に適切に対応しながら，更なる事業の推進を図る。
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施　策　の　二　次　評　価

　施　策　の　達　成　状　況

進捗状況
施 策 の 指 標（上段:総合計画に基づく指標）

　　　（下段:その他の指標）

市民の意識

法制度の改正に的確に対応しながら，障がい者の社会的自立の促進に向けた就労支援策や相談支援体制の充実に取組むとともに，障がい児者
の生活の充実に向け，幼児期からの一貫した療育支援，居住の場や日中活動の場の確保など，ライフステージに応じた途切れのないきめ細か
な支援に積極的に取組み，障がい児者が健康で生きがいを持ち，自立し，安心して暮らせる社会の実現を目指す。
また，市民に対し，障がいに対する理解と本市の障がい福祉施策の周知，啓発の推進に努めていく。

障がい者の社会的自立の促進に向け，障がいの特性に応じた就労支援や相談支援に積極的に取り組む。また，障がい児者の生活支援の充実に
向け，グループホーム・ケアホームの整備を促進するとともに，日中一時支援事業の充実を図る。

工賃倍増対象事業所全体の工賃平均月額(円）と
工賃上昇額（円／月）

総論

10,712
（251)

障がい者の就労支援策の更なる促進や障がい児者の日常生活支援の充実に向けた取組が必
要である。
市民意識調査においては，施策に対する認識不足などから，満足度が低い状況にあること
から，障がい福祉施策事業の周知・啓発を図り，満足度を上げていく必要がある。

40.6%

宇都宮版工賃倍増事業(授産品創造・開発プロジェクト「Ｕ」，授産活動支援事業）において，
障がい者の工賃水準向上，就労訓練機会の確保を図るため，各事業所の授産活動を支援するとと
もに，障がい者自立支援協議会「就労支援部会」の関係機関と連携しながら，一般就労への移行
支援に積極的に取り組む。

障がいのある人の生活を充実する
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現在，国においては，障害者自立支援法を廃止し，新たに総合
的な障害福祉制度を構築するため，（仮称）障害者総合福祉法
の制定に向けた基本的な方向性が議論されている。このような
中，平成２２年１２月に障害者自立支援法が一部改正され，グ
ループホーム・ケアホーム利用の際の個別給付，地域における
相談支援の中核的な役割を担う「基幹相談支援センター」の設
置などが制度化されるなど，生活支援に関する施策が強化され
ることになった。また，地域主権戦略大綱等による地域主権改
革の関連法案に基づき，今後，障がい福祉サービス事業者の指
定等の権限が県から移譲される動きがあることから，主体的な
対応が可能になると考えられる。

「障がいのある人の生活を充実する」ため，就労や社会参加の促進を図るための「障がい者の社会的自立の促進」，施設から地域生活への移行を図ることや，
障がい児の発達支援のための「障がい者の生活支援の充実」に，重点的に取り組みます。

障がい者が地域において，安心して生活を送っています。

指標①
（総合計画に
基づく指標）

障がいのある人が，安心して充実し
た生活を送るための環境が整ってい
ると感じている市民の割合
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様式３

2 障がい者の生活支援の充実 15.6%

グループホーム・ケアホーム設置数

264グループホーム・ケアホーム利用者数

49

217

74 総論

67.5%

居住の場や日中活動の場の更なる充実に向け，法制度の改正を踏まえ対応する必要がある。

70.3%

見直し事業

重点事業

52
障がい児者の生活支援の充実には，幼児期からの一貫した療育支援，居住の場の確保，日中活動
の場の確保及び個々に応じた適正サービスの提供などが必要であることから，今後は更なる事業
の充実を図るとともに，関係機関・関係事業間の連携を強化する。

グループホーム・ケアホーム設置費補助金について，国・県の補助制度やその周知に努めるとと
もに，国や県の動向を踏まえ，補助対象経費及び基準額等の適正化を図りながら，整備を促進す
る。日中一時支援事業の医療的ケアについては，介護者の負担が大きく，利用を希望する声が
年々高まっているが，受け入れが可能な施設が少ないことから，今後の法改正の動向を踏まえつ
つ，事業の拡大の充実について検討していく。
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